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　公務員の不利益処分と行政救済に関する研究につい
て，つぎのような点について検討した。すなわち，
　1）　公務員の補償請求
　2）　公務員の不利益処分と事前救済手続
　3）　公務員の不利益処分と行政争訟
　4）　公務員の不利益処分と行政訴訟
の諸点について検討を加えた。
　以下，簡単に検討を加えた点を概説する。
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　公務員には，基本的には，（i）職務に対する権利，（li）
財産に関する権利，㈹勤労基本権の三つの権利が認め
られている。そして公務員は，これらの権利を十分に
享受し，これらの権利が侵害された場合には必要な救
済が与えられなければならない。国家公務員法および
地方公務員法は，（i）勤務条件に関する行政措置の請求
権，㈹職員の意に反する不利益な処分に関する審査請
求権，㈹公務傷病に対する補償請求権の三種の請求権
を認めている。
　　　勤務条件に関する行政措置の請求権
　公務員には，俸給，給料その他に関する権利が認め
られている。これらの権利が適正に充足されるために
は，公務員の側から，適切な行政上の措置が行われる
ように要求する権利が制度上認められることが必要で
ある。
　国公法第86条は，「職員は，俸給，給料その他あら
ゆる勤務条件に関し，人事院に対して，人事院若しく
は内閣総理大臣またはその職員の所轄庁の長により，
適当な行政上の措置が行われることを要求することが
できる。」と規定する。
　職員が勤務条件に関し行政措置を要求することは，
申請者個人についてのみ認められ，同じ事情にある多
数の職員ないしは職員団体には認められないのかが問
題となるが，この点，人事院規則13－2第1条第1項
は，職員が個別的に，または職員団体を通じ，その代
表者により団体的に，この行政措置の要求を行うこと
ができると規定し，職員団体を通じて団体的に行政措
置の要求を行うことを認めている。これに反して，職
員に対する不利益処分の審査請求の場合は，個人的な
不利益処分および懲戒処分の取消しを求めるものであ
るので，その効果は，請求者以外の者には及ぼない。
しかし，行政不服審査法による不服申立てとの重複を
回避するため，行政不服審査法による不服申立てがで
きる処分については，行政措置の要求を行うことがで
きない。
　この点について，地方公務員法第46条は，国公法の
場合と類似の規定の仕方をしている。すなわち，「職
員は，給与，勤務時間その他の勤務条件に関し．人事
委員会または公平委員会に対して，地方公共団体の当
局により適当な措置が執られるべきことを要求するこ
とができる」と規定している。
　複数の職員が共同で措置要求を行うことや，職員
が，民法上の委任による代理権に基づいて，他の職員
の措置要求の代理行為を行うことができる。また，職
員は，地方公共団体の職員としての地位を有する限
り，すでに過去のものになった当該職員の給与などの
勤務条件そのものに関する措置要求をすることができ
る。
　公共企業体等労働関係法の適用をうける職員および
単純労務職員は，その勤務条件について団体交渉によ
り定める権利が認められ，また，労使間の紛争につい
ては，公共企業体等労働委員会または労働委員会によ
るあっせん，調停および仲裁の制度が適用されること
になるので．勤務条件に関する措置要求の制度は適用
されない。
　職員の勤務条件に関する行政措置の要求に関して
は，さらに，（1）措置要求の対象となるものとならない
もの，②勤務評定が措置要求の対象となるか否かにつ
いての判例，㈲措置要求の審査機関，審査手続，措置
要求の方法について検討した。
　職員から行政措置の要求があったときは，人事院，
人事委員会，公平委員会は，その事案を審査しなけれ
ばならないが，この点については，（1）行政措置要求審
査手続，②要求の取下げおよび審査の打切り，（3）事案
の判定．（4）再審査の請求，（5）行政措置要求の判定と訴
訟などについて検討した。
　　　公務員の不利益処分と行政救済
　公務員関係においては，その一方の当事者である国
または地方公共団体は，職員に対して包括的な支配権
を有し，職員に対して命令，強制するとともに，命令
違反または規律違反に対して懲戒権を行使することが
できる。しかし，近代的な雇用関係ないしは勤務関係
においては，個人の人格を保障するため，個人の自由
および権利を侵害する不利益処分について一定の客観
的な基準を定め，不利益処分がその基準に合致するこ
とを保障する救済措置が定められていなければならな
い。国公法や地公法も，分限処分および懲戒処分につ
いてその事由を決定し，これらの処分が公正に行われ
なければならないことを定めている。そして，職員に
対する不利益処分が適正かつ妥当なものであるかどう
かを審査するため，不服申立ての制度を設けている。
この不服申立制度は，近代的公務員関係において，職
員の職務執行の権利およびこれに伴う経済上の権利に
対する任命権者の違法，不当な侵害に対して職員を救
済し，職員の権利を保障しようとしているものであ
る。
　不利益処分がなされた場合，それを客観的な基準に
合致させることによって公務員の権利を保障する制度
として，不利益処分の事前審査制度と事後審査制度と
が考えられる。
　旧官吏制度においては，官吏分限令および官吏懲戒
令により，分限処分または懲戒処分について客観的な
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基準が定められ，特定の分限処分および懲戒処分につ
いて事前に懲戒委員会の議決を経て行うこととされて
いた。懲戒権者が懲戒処分を行う場合には，この懲戒
委員会の議決を求め，「議決ヲ具シタル申出」によっ
てなされなければならないこととされており．事前調
査に関する手続が明定され，また事前調査は懲戒権行
使の要件とされていた。しかし，現行制度において
は，職員の非行事実存否の確認，その態様，情状，平
素の勤務成績，処分の量定等の事前調査についての法
令の規定はなく，事後調査制度がとられている。
　しかし，職員の権利，利益の救済を図るとともに，
適正な行政を行うためには，旧官吏制度のような事前
審査制ではなく，行政手続としての事前救済手続と事
後救済手続の双方の完備こそが必要であると考える。
すなわち，（i）事前および事後の救済手続を完備するこ
とにより，公務員制度の民主化を期すことがでぎるこ
と，㈹事前救済手続を充実させることにより，事後救
済手段たる行政上の争訟の数を減少させることができ
ること，㈹職員の不利益処分について，事前に適正手
続を経ることにより公正な処分を行うことができるこ
と，㈹さらに，事前救済手続すなわち行政手続によ
り，職員の不利益処分を下す場合の懲戒権者の裁量に
ついては，その当，不当の問題についてまで，司法権
が介入でぎること，などにその利点がある。
　ここでいう行政手続は，公務員に対する不利益処分
が決定される前に，不利益処分をされようとしている
公務員に対して，どのよう「な処分がなされようとして
いるかを知らせ，それに対する弁明，立証の機会を与
えるべきであるということである。
　現行公務員法には，この不利益処分に対する事前救
済手続としての行政手続は規定されていない。しか
し，公務員法に規定がないから公務員に対する不利益
処分を下すに当たって手続的保障を必要としないと判
定することは許されない。
　公務員の不利益処分と行政争訟（事後救済手続）
職員が，その意に反する不利益な処分を受けた場合
は，国家公務員は人事院に対し，地方公務員は人事委
員会または公平委員会に対してのみ，行政不服審査法
による不服申立てをすることができる。行政不服審査
法は，行政庁の違法または不当な処分その他公権力の
行使に当たる行為に関し，国民に対して広く行政庁に
対する不服申立てのみちを開くことによって，簡易迅
速な手続による国民の権利利益の救済を図るととも
に，行政の適正な運営を確保することを目的とするも
のである。
　行政不服審査法による不服申立ては，同法三条の規
定により，審査請求，異議申立て，再審査請求に分か
れている。
　公務員の不利益処分に関する不服申立てについて
は，行政不服審査法第1条2項は，「行政庁の処分そ
の他公権力の行使に当たる行為に関する不服申立てに
ついては，他の法律に特別の定めがある場合を除くほ
か，この法律の定めるところによる。」と規定してい
るが，公務員の不利益処分に関する不服申立てに関す
る公務員法上の規定は，ここにいう「他の法律に特別
の定めがある場合」に該当する。公務員の不利益処分
に関する不服申立てについては，不服申立権者，不服
申立ての審査庁，不服申立ての対象，不服申立ての種
類および不服申立ての手続などの点において，行政不
服審査法による不服申立L（に対する特例が定められて
いる。
　公務員法上の不服申立てに関しては，つぎに審査請
求，異議申立て，不作為についての不服申立て，不服
申立ての対象および抗告訴訟の対象について検討し，
分限，懲戒以外の不利益処分の問題については，（1）依
願退職と不利益処分，（2＞降任処分と不利益処分，（3）訓
告処分と不利益処分，（4）昇給と不利益処分，（5＞転任と
不利益処分，（6）配置転換と不利益処分，（7）長期研修命
令と不利益処分，⑧人事異動，（9博従休暇承認申請，
QO働勉手当の支給決定，働審査手続上の紛争，　a2旧々
雇用の形で任用された職員の不利益処分について検討
した。
　国家公務員法第89条1項は，「職員に対し，その意
に反して，降給し，降任し．休職し，免職し，その他
これに対し，いちじるしく不利益な処分を行い，又は
懲戒処分を行おうとするときは，老の処分を行う者
は，その職員に対し，その処分の際，処分の事由を記
載した説明書を交付しなければならない。」と規定し，
さらに，2項は「職員が前項に規定するいちじるしく
不利益な処分を受けたと思料する場合には，同項の説
明書の交付を請求することができる。」と規定する。
地方公務員法第49条も，これと同様の規定をしてい
る。この処分説明書の交付の目的は，職員に対する不
利益処分の理由を明示することによって職員がその理
由に納得できない場合は不服申立てを行うことを認め
ようとするものである。
　この不利益処分の説明書の交付については，（1）不利
益処分説明書の交付と任命権者の裁量，②不利益処分
の説明書とその内容の問題，㈲不利益処分の説明書の
交付と処分との関係，（4）不利益処分説明書の交付と公
示制度などの問題点がある。
　不利益処分に対する．不服申立てについては，（1）不利
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益処分の審査機関，②不服申立ての手続，㈲不服申立
て期間，（4）不服申立て権者，（5）争議行為等の禁止規定
違反と不服申立てとの関係，⑥代表者，代理者，代理
人の問題，（7｝不服申立ての審理手続，（8腰件審理など
の点が問題となる。
　行政上の不服申立て制度は，行政処分の適法性と妥
当性を審査する制度であるので，その審査権の範囲は
司法審査のような制約を受けない。その審査対象はつ
ぎのような特色を有する。すなわち，（1屠査の対象
は，不利益処分の適法，違法の問題（法律問題）に限
られず，当不当の問題（裁量問題）にも及ぶ。②不告
不理の原則は厳格には適用されないと解されるので，
不服申立て人の不利益とならない限り，審査機関は当
事者の主張しない事由を審査し，あるいは処分の内容
を適当に変更することができる。（3）審査機関に法令審
査権iが認められるか否かが問題となるが，不利益処分
に対する不服申立ては，行政の内部的監督作用を主た
る目的とする制度であるので，その権限は行政内部の
不利益処分の椴疵の是正に止まり，法律，条例，命令
の違憲性，違法性は審査できない。
　　　不利益処分の審理手続
　不利益処分に対する不服申立ては，手続の簡易性と
迅速性が強く要求されるので書面審理を原則とする
が，審理の公正を図るため当事者主義的構造が採用さ
れ，不服申掌人や参加人が月頭で意見を述べる機会が
権利として保障されている。すなわち，不利益処分を
うけた職員から口頭審理の請求があった場合は，それ
を行わなければならない。また，この口頭審理につい
てその職員から公開して行う＄う請求があった場合
は，公開して行わなければならない。
　審理手続に関しては，〔1）不服申立書に不備があった
場合の補正，②同一または相互に関連する事案に関す
る数個の不服申立ての審査の併合，㈲審理を迅速かつ
円滑に促進するための審理の委任，（4〕審査機関が書面
審理を行う場合に必要な処置，（5）不利益処分審査にお
ける口頭審理の性格，準備手続，審査機関の審理指揮
権おびよ審理秩序維持権，⑥証拠調などの点が問題と
なる。　　　　　一
　　　不利益処分に対する不服申立審理の終了
　不服申立ての審理は，（i）審査機関の裁決または決
定，あるいは㈹例外として不服申立人の不服申立ての
取下げ，㈹審査機関の審査の打切りにより終了する。
　審査機関は，不服申立事案を審査し，当該審査が終
了した場合は，審査の結果に基づいて，処分の（a）承
認，（b）修正，（c）取消し，（d）是正の指示のいずれかをし
なければならない。、（a）処分の承認は，不利益処分に対
する不服申立てに理由がないとして，不服申立てを却「
け，処分者の原処分を承認する判定である。したがっ
て，不服申立人の側から言えば，不服申立ての棄却で
ある。この不服申立ての請求が認められないものとし
ては，（i）却下裁決（または決定），（ii）棄却裁決，㈹事
情判決がある。（b）処分の修正は，処分は違法ではない
が，処分者の裁量判断が不当な場合になされる。（c）処
分の取消しは，原処分が違法である場合，または違法
でないが著しく妥当性を欠き，処分の修正をすること
が適当でない場合に行われる。したがって，不服申立
人にとっては，不服申立てに理由ありとして不服申立
てが認められる場合である。この判定の効力には，不
可争力，不可変更力，拘束力，形成力，執行力が認め
られている。
　　　不利益処分と審査請求前置
　国家公務員法第92条の2は，「第89条第1項に規定
する処分であって人事院に対して審査請求または異議
申立てをすることができるものの取消しの訴えは，審
査請求または異議申立てに対する人事院の裁決または
決定を経た後でなければ，提起することができない。」
と規定している。すなわち，審査請求前置を義務づけ
ている。
　他方，現行の行政事件訴訟法は行政争訟と行政訴訟
との関係について．いわゆる訴願前置（審査請求前置）
主義を原則的に廃止した。すなわち，「処分の取消し
の訴えは，当該処分につき，法令の規定により審査請
求をすることができる場合においても，直ちに提起す
ることを妨げない。」（8条1項本文）としている。し
かし，「法律に当該処分についての審査請求に対する
裁決を経た後でなければ処分の取消しの訴えを提起す
ることができない旨の定めがあるときは，この限りで
ない」（同ただし書）とし，法律に審査請求を経てか
ら裁判所に出訴しなければならないと定められている
場合に，審査請求前置を要求している。したがって，
この公務員に対する不利益処分については，前記の規
定からして，審査機関に対する不服申立てを行い，そ
の裁決または決定を経た後でなければ，処分の取消し
の訴えを提起することはできない。すなわち，公務員
法の場合は，いわゆる不服申立て前置が義務づけられ
ているのである。
　このように，公務員の不利益処分に対する争訟につ
いて，審査請求前置が義務づけられた理由は，（i）審査
機関が合議制の中立的第三者機関であること，㈹審査
請求を前置することが，公務員関係の訴訟の審理を促
進するのに役立つこと，にある。このように，公務員
の不利益処分に関する訴訟については，審査請求前置
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主義がとられているので，適法に不服申立てを提起
し，それに対する裁決，決定を受けてからでなけれ
ば，訴えを提起することは許されない。
　　　職員の不利益処分に対する行政訴訟
　一般に，行政訴訟とは公法上の法律関係について，
行政機関と相手方たる国民との間に発生した紛争につ
いて，行政府から独立した裁判所が，正式の訴訟手続
に従って事案を審理し，裁断を下す手続のことをい
う。審査機関における裁断は，いわゆる行政争訟であ
る。この行政争訟と行政訴訟との区別は，争訟の裁断
機関の性質による区分である。公務員法上の不利益処
分に対する行政争訟は，人事院等の審査機関による争
訟の裁断をいう。これに対して職員の不利益処分に対
する行政訴訟とは，独立性を保障された司法裁判所
が，紛争の裁断に当たる手続をいう。
　この職員の不利益処分に対する行政争訟と行政訴訟
の両者に共通する点は，具体的事件を通じて，職員の権
利，利益の救済を図ることを目的としている点である。
　他方，両者の相違点は，つぎのようである。すなわ
ち，職員の不利益処分に対する行政争訟については，
（i）職員の権利，利益の救済を図ると同時に，行政の適
正な運営の確保をも目的としていること，㈹審判の対
象は，法律問題のみならず，公益問題すなわち裁量の
当否の問題をも含むこと，（ili）審判機関は，人事院，人
事委員会または公平委員会のような行政委員会である
こと，（iv）審判手続は書面審理方式が採用される場合が
あること，などが指摘される。
　これに対し，職員の不利益処分に対する行政訴訟に
ついては，（i）司法権の作用として，国民の権利・利益
の救済を目的としていること，㈹法律問題すなわち適
法か違法かという問題についてのみ判断すること，（m）
訴訟の審理機関は，通常裁判所であること，（iv）訴訟手
続は，常に，原告，被告の両当事老による対審構造を
採用し，口頭弁論主義をとっていること，などが指摘
される。
　　　職員の不利益処分と抗告訴訟
　抗告訴訟とは，行政庁の公権力の行使に関する不服
の訴訟をいう（行訴法3条1項）。これは行政事件訴
訟の代表的なものである。すなわち，行政庁の公権力
の行使の適法性を争う訴訟は，すべて抗告訴訟に含ま
れる。
　行政事件訴訟法は，抗告訴訟を「行政庁㊧公権力の
行使に関する不服の訴訟」と定義し，さらにこれに属
する主要な訴訟類型として，「処分の取消しの訴え」
「裁決の取消しの訴え」「無効等確認の訴え」および
「不作為の違法確認の訴え」の4種を法定している。
しかし，行訴法第3条が，抗告訴訟を「行政庁の公権
力の行使に関する不服の訴訟」と規定し，抗告訴訟を
必ずしもこの4種に限定するとは規定していないこと
から，4種の法定抗告訴訟以外にも，いわゆる無名抗
告訴訟としてその他の訴訟形式が認められるものと思
われる。
　職員の不利益処分の取消訴訟の要件一「訴えなけ
れば裁判なし」の原則は，職員の不利益処分の取消訴
訟にも，適用される。すなわち．職員が裁判所に行政
事件訴訟を提起しなければ，裁判は行われないのであ
る。したがって，職員が，行政事件訴訟を提起して裁
判所の本案判決（具体的には，請求認容または棄却の
判決）を得るためにはJ法律が要求する諸要件に従っ
て，訴えを提起する必要がある。裁判所に適法に訴え
るために要求される要件が訴訟要件であり，これは同
時に．裁判所に対し本案判決を下させるための要件で
ある。この訴訟要件の全部または一部が欠けていれ
ば，その訴えは不適法となり，裁判所は請求の内容に
立ち入ることなく却下することになる。したがって，
裁判所は，職権で調査して訴訟要件が充足していない
ことを見出した場合には，一審でも二審でも上告審で
も，訴えを却下する判決を下して，訴訟を終了するこ
とになる。
　職員に対する不利益処分の取消訴訟を提起するため
の訴訟要件としては，（i）任命権者の処分（または審査
機関の裁決）が存在すること，㈹訴えの利益（原告適
格と狭義の訴えの利益）を有する者が，不利益処分の
違法を主張すること，（ili）被告適格を有する任命権者
（または審査機関）を被告として訴えを提起するこ
と，㈹管轄権のある裁判所に訴えを提起すること，（v）
審査機関に対する不服申立てを経由したこと（不服申
立て前置），㈹一定の出訴期間内に訴えを提起するこ
と，㈲一定の形式を備えた訴状をもって訴えを提起す
ること，の七つの要件が要求される。
　以下，これらの不利益処分たりうる要素についてそ
れぞれ検討を加えた。すなわち，不利益処分として問
題となっているのは，（i）依願退職，㈹降任処分，㈹訓
告処分，（iv）昇給，（v）転任，㈹配置転換，㈱長期研修命
令，㈹人事異動，國専従休暇承認申請，（x働勉手当の
支給決定，（xi）審査手続上の紛争．圃日々雇用の形で任
用された職員に対する処分，などである。すなわち，
懲戒処分や分限処分以外の処分ないし身分上の取扱い
が取消訴訟の対象となる不利益処分に該当するか否か
について問題となっている点である。（i）から飼までを
考察すると，降任処分や職員団体の活動を阻止するた
めの恣意的な転任処分が不利益処分に当たるとされ，
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その他の事例では，取消訴訟の対象となる不利益処分
に該当しないとされた例が多い。
　職員の不利益処分と訴えの利益一職員は裁判所に
対し，違法な不利益処分の取消しを求める場合でも，
まず，その違法な不利益処分の取消しによって自己の
利益が救済されることを主張しなければならない。す
’なわち．「訴えの利益」の要件が充足されていなけれ
ばならない。この「訴えの利益」に関し問題となるの
は，いわゆる「原告適格」と「狭義の訴えの利益」と
の関係である。
　以下，職員に対する不利益処分と原告適格に関する
判例，職員の不利益処分と狭義の訴えの利益，その他
の職員の不利益処分についての訴えの利益に関する判
例について検討を加えた。職員が不利益処分の取消判
決を求める場合には，原告適格を有することが必要で
あると同時に，その訴えに対し取消判決が下された場
合に，原告の救済が現実に達成されるような状況にあ
ることが必要である。
　職員の不利益処分と被告適格との関係については，
権限の委任と代理の場合の被告適格（任命権者の権限
の一部または全部が他の行政庁により行使される場
合，被告行政庁は，委任庁か，それとも受任庁のいず
れか，という問題がある）の問題を，委任の場合，代
理の場合，訴訟代理人，訴訟係属中における被告適格
の変動．訴訟の中断と被告適格，について検討した。
　職員の不利益処分と裁判管轄一裁判所がその権限
たる裁判権を行使すべき場所的範囲および職務的範囲
を裁判管轄という。ある一定の事件は，特定の裁判所
が担当するが，その特定裁判所をその事件の管轄裁判
所といっている。管轄権のない裁判所に訴訟が提起さ
れた場合は，一般的には管轄違いを理由として管轄裁
判所に移送される（民訴法30条ユ項）。この裁判管轄
の問題をさらに事務管轄について検討した。
　職員の不利益処分と出訴期間一行政処分は行政上
の法的安定を図るために取り消せるような未確定な状
態にいつまでもおくことは回避しなければならない。
他方，行政処分に環疵があれば国民の権利救済のため
にその違法を争う機会も十分に与えなければならな
い。この二つの要請を調整するために，行政事件訴訟
の取消訴訟においては，一定期間に限り出訴を認め期
間経過後の出訴は訴訟要件を欠いた不適法なものとし
て却下することとしてい観このように行政事件訴訟
における取消訴訟は出訴期間に制限がある。この制限
は公務員法上の職員に対する不利益処分についての取
消訴訟についても妥当する。この出訴期間の問題につ
いては，職員の不利益処分取消訴訟の出訴期間制限の
効果，職員の不利益処分の取消し訴訟の起算日，職員
の不利益処分について審査請求をした場合め出訴期間
の起算点，取消訴訟の出訴期間内に提起された職員の
不利益処分の無効確認請求訴訟に予備的に追加された
同不利益処分取消訴訟の出訴期間などの点について検
討し，さらに，職員の不利益処分の取消訴訟の被告の
変更，職員の不利益処分と訴状との蘭係について検討
した。
　職員の木利益処分の取消訴訟の訴訟要件として，（1）
不利益処分の存在，訴えの利益（原告適格，狭義の訴
えの利益），（3）被告適格，（4）管轄裁判所，⑤行政不服
申立てとの関係，⑥出訴期間，（7｝訴状の形式について
説明を加えたが，裁判所は，これらの訴訟要件が具備
されているか否かを審理し；この訴訟要件審理の結
果．訴訟要件が具備され，適法な訴えであるというこ
とになると，当該職員の不利益処分（または採決）の
取消しを求める請求の内容が妥当か否かを審理し判決
することになる。これが本案審理である。
　職員の不利益処分の取消訴訟の本案審理一一職員の
不利益処分（または裁決）の取消訴訟の審理は，公益
に関係するところが大きいので，裁判所の審理手続は
民事訴訟に比べて職権主義の色彩が強い。職員の不利
益処分の取消訴訟の訴訟物は，取消しを求められてい
る不利益処分（または裁決）の違法性一般である。
　また，裁判所に対し，不利益処分（または裁決）の
取消訴訟が提起されても，その処分の効力は原則とし
て停止されないが，一定の事由のある場合は，裁判所
はその不利益処分の効力の停止を決定することができ
る。しかし，この決定が公共の福祉に重大な影響を及
ぼすおそれがあると認められる場合は，内閣総理大臣
が異議を述べて，裁判所のした執行停止決定を覆すこ
とが認められていることに注意すべきである。
　職員の不利益処分取消訴訟における本案審理の対象
については，主体に関する理疵，内容に関する毅疵，
手続に関する蝦疵について検討した。
　職員の不利益処分の取消訴訟においては，不利益処
分が主体．内容，手続，形式において適法になされた
か否かの面から審査されるが，このほか，任命権老が
不利益処分を行う場合の裁量処分についても，法規裁
量処分については裁判所における審理の対象となる。
これに対し，自由裁量処分については，当不当の問題
が生ずるにとどまるので．原則として司法審査の対象
とならない。しかし，法規裁量と自由裁量の区別の基
準について学説は多岐に分かれてLkる。この不利益処
分と裁量権との関係について，法規裁量の事例，自由
裁量の事例，任命権者の裁量権の限界，公務員に対す
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る義務免と裁量権，研修命令と裁量権，比例原則に反
するもの，平等原則に反するもの，著しく妥当性を欠
く裁量，処分事由に該当しないものと裁量権について
検討した。・
　結局，公務員の不利益処分に関する任命権老の裁量
権の限界の喩越と濫用の問題については，裁判例から
考察する限り，種々の原則や基準が採用されている。
たとえば，「全く事実上の根拠に基づかないと認めら
れる場合1（事実上の根拠による分類），「法の企図す
る目的による一定の限界」（法の目的による限界），
「著しく正義に反しない限り」，「社会通念上著しく不
公平かつ過酷であって」（正義および公平による限
界），「社会観念上著しく妥当を欠く場合」（社会観念
による限界），「軽微な事由について重大な処分」，「客
観的，合理的必要性をこえて」，「処分の種類の選択，
職務の特殊性」（比例原則による限界），「公平平等の
原則を全く無視し」（公平平等の原則による限界）な
どの基準が示されている。このことは，法令が，任命
権者に対し不利益処分の裁量権を認めている場合に
は，法令の規定の仕方がどのような形態であれ，右の
比例原則，公平，正義，平等の原則，社会観念上の原則
などに違反する場合には，違法な裁量権の濫用があっ
たとして，司法審査の対象となるということである。
　このような行政庁の裁量権行使の限界の基準は，任
命権者の裁量権行使の過誤を防止しようとしているも
のである。そして，この行政庁の裁量権行使の過誤を
防止する基準は，従来からわが国において，行政庁の
裁量権を規制するための手段ないしは法理として採用
されてきた。
　しかし，これらの基準はいずれも抽象的であり，し
かも，これらの基準には，一般に，「全く」，「純然た
る」，「著しく」といった言葉が付け加えられる場合が
多い。このことは，裁判所が，任命権者の実体的裁量
権の内部に立ち入ろうとしているのではなく，任命権
者の裁量権をできるだけ尊重していこうとする考え方
の現れでもあると言えるように思われる。すなわち，
任命権者が一般的に，「全く」とか「著しく」といっ
た裁量権の濫用や瞼越を行うことはめったにないと考
えられるからである。したがって，どのようにして任
命権者の裁量権を統制すべきか，その理論を考えなけ
ればならないということになる。
　また，このような基準は抽象的な基準であるので時
には任命権者の恣意独断と疑われるような判断が下さ
れる場合もあり得ることを意味する。ここにおいて，
公務員法上の任命権者の裁量権の濫用を防止する手段
として，「行政手続」ないし「適正手続の法理」が問
題となると考える。
　職員に対する不利益処分と違法事由の制限一職員
に対する不利益処分の取消訴訟においては，原則とし
て，任命権者の処分の違法一般が審理の対象となる。
しかし，不利益処分の取消訴訟は，違法な不利益処分
によって権利利益を侵害された職員の救済を目的とす
る訴えであるので，原告は，「自己の法律上の利益に
関係のない違法を理由として取消しを求めることがで
きない」（行訴法10条1項）。‘この点については，原告
の権利，利益の保護の立場から1原告自身の利益とは
全く無関係な規定の違反のみを主張して処分の取消し
を求めることは許されないとするものにすぎないとい
うように解すべきであろう。
　しかし，実際問題と．して，・・この点の裁判事例の特色
は，職員に対し不利益処分または懲戒処分を行った処
分権者が，その処分の取消訴訟において当該処分の説
明書，またはこれに対する審査請求の請求書に記載さ
れた事由以外の処分事由を主張できるか，といった点
を問題とするものが多い。
　職員の不利益処分に関する違法性の問題について，
その承継，違法判断の基準時を検討した。また，職権
証拠調べ，職員に対する不利益処分の取消訴訟におけ
る第三者の訴訟参加，職員に対する不利益処分の取消
訴訟における行政庁の訴訟参加，職員に対する不利益
処分の取消訴訟における立証責任の問題，職員に対す
る不利益処分に関する取消訴訟における立証責任の所
在，立証責任分配に関する学説，職員の不利益処分に
ついての行政訴訟における立証責任の判例について検
討した。
　行政訴訟における職員の権利保全手続一行政事件
訴訟法25条1項は，行政処分の執行不停止の原則を定
めている。すなわち，「処分の取消しの訴えの提起は，
処分の効力，処分の執行または手続め続行を妨げな
い。」と規定している。この規定は，職員に対する不
利益処分の場合にも妥当する。したがって，処分権者
は，職員に対する不利益処分に対し取消訴訟が提起さ
れても，処分の有効性を前提として行動することがで
きる。すなわち，処分権者の行政行為は適法性の推定
をうけ，その違法を理由に取消判決があるまでは，そ
の執行力は失われない。このような執行不停止の原則
がとられているのは‘取消訴訟の提起に執行停止の効
力を認めると，処分による強制をまぬかれるために，
濫訴となり，行政の停廃が生ずることを回避するため
である。
　この職員の権利保全手続について，執行停止の手
続，執行停止に対する即時抗告，執行停止の内容，職
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員の不利益処分執行停止に対する内閣総理大臣の異
議，内閣総理大臣の異議制度が採用された背景，内閣
総理大臣の異議に対する見解の対立，内閣総理大臣の
異議の手続について検討した。
　職員の不利益処分取消訴訟の終了一職員の不利益
処分の取消訴訟は，原則として，裁判所が判決を下す
ことにより終了する。しかし，原告が訴えを取り下げ
ることにより終了する場合もある。以下，取消訴訟の
終了について，取消訴訟の訴えの取下げ，請求の放
棄，裁判上の和解，当事者の消滅，取消訴訟の判決の
種類，訴訟判決，本案判決，請求認容の判決，請求棄
却の判決，事情判決，などについて検討した。
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